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ナラティブ情報（非財務情報）からの会計不正検出
～社会はコロナ禍の影に雲隠れする会計不正にいかに対峙すべきか～

＜提言者＞中島 真澄 （経営学部教授）
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■新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）下における会計不
正件数減少の実態

日本の不適切な会計・経理（会計不

正）を開示した企業（不正企業）数は、

2006年の公益通報者保護法の施行以

降、増加傾向にあり、2019年には72社が

会計不正を開示しました。ところが、2020

年および2021年はCOVID-19下で減少

いたしました (東京商工リサーチ 2021)。

これは、実際には不正は増加しているも

のの、COVID-19の影響で不正検出数

が減少しているだけの可能性が高いと考

えられます（図表１）。

「動機・プレッシャー、機会、正当化の３

つのファクターが同時に存在した場合に、

不正が発生する」という「不正のトライアン

グル理論」（Cressey 1953) を適用してみ

ると、COVID-19により企業業績が低迷

する中、少しでも業績を良く見せたいと

いう思い（動機・プレッシャー）に加えて、

在宅勤務が増加し、現場・現物確認が制

限され不正しやすい環境（機会）が発生

し、今は未曾有の事態だから仕方ないと

いう不正行為関与に対する罪悪感の低

下（正当化）（木村 2021）、といった不正

発生の3つのファクターが揃っている状

況となっています。

このような状況のもとで、会計不正に関

与する企業自体が単純に減少したとは

考えにくいでしょう。今後、監査における

現場・現物確認の再開に伴い、COVID-

19下では検出されなかった不正が明ら

かになることが予想されます。

■「会社ぐるみ」は日本特有の会計

不正
会計不正を当事者別でみると、役員や

従業員などの個人の着服・横領よりも、

会社、子会社が見せかけの売上増や利

益捻出を目的に組織的に架空取引や売

上原価の過少計上に関与する、いわゆ

る「会社ぐるみ」の不正が多いことがわか

ります (東京商工リサーチ 2021)（図表

２）。これは日本特有の会計不正の傾向

といえます。

日本の上場企業において組織的な会

計不正が多い理由には、日本企業の滅

私奉公的な日本の経営の特質に原因の

１つがあると考えられます。別の側面とし

ては、現行の内部統制監査の仕組みに

も原因があると思われます。日本の内部

統制監査では、経営者が作成した内部

統制報告書を、経営者が準備したフロー

チャート、業務記述書、リスクコントロール

マトリックスに基づいて外部監査人が監

査する、インダイレクト・レポーティングが

導入されています。

このような制度下では、経営者が内部

統制システムを無効化するように操作し

て会計不正を行った場合には、外部監

査人が不正を検出することは極めて難し

いです。

米国では、エンロン社やワールド・コム

社の会計不正が契機になって、企業改

革法（サーベンス・オクスリー法：SOX法）

が施行されました。特に、経営者が内部

統制システムを無効化することによって

発生する会計不正を防止するために、

内部統制監査にダイレクト・レポーティン

グが導入されたという歴史的経緯があり

ます。日本は、こうした米国における教訓

を学んでいなかったといえます。したがっ

て、会計不正を減らすためには、外部監

査人が内部統制システムを直接監査す

るダイレクト・レポーティングの導入が必

要だと考えます。あるいは、現行の内部

統制監査を継続するのであれば、財務

諸表監査にフォレンジック会計（専門的

な知識や調査スキルを用いて訴訟で使

用する証拠を分析・評価すること）を取り

入れなければならないと思われます。

■ナラティブ情報(非財務情報)から
会計不正を検出する手法

ダイレクト・レポーティングへの変更や
フォレンジック会計の導入は、経営者に
よる会計不正の牽制になると思われます。
同時に、さまざまな不正検出手法の研究
を公表していくことも、会計不正抑止に
は有効だといえます。

私は学生とともに、会計不正の検出手
法に関する研究を行っています。私たち
の研究では、MD&A （Management 
Discussion and Analysis）やCEO (Chief 
Executive Officer) レターなどの経営者
によるナラティブ情報から、あるいはナラ
ティブ情報と財務情報との関係性から不
正検出ができそうなことがわかりました。
会計不正に関与している企業と関与し

ていない企業（非不正企業）のナラティ
ブ情報についてテキスト分析比較をした
結果、非不正企業は、関連する用語が
繋がっているのに対して、不正企業は関
連する用語が繋がっていないことがわか
りました。このことから、不正企業経営者
のナラティブ情報の内容は論理的に破
綻しているのではないかと考えました。

COVID-19
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また、用語のちらばりのプロットから、非

不正企業経営者は、一般的な用語を用

いて解説し、読者にとって読みやすくな

っていますが、他方、不正企業経営者は、

特徴的な用語を使って説明しているため

文章が難解なものとなり、読者にとって

読みにくくなっていることがわかりました。

この結果は、不正企業経営者が、真実

の数値と粉飾した数値の両方の財務情

報を知っており、真実の財務情報と整合

するナラティブ情報を開示できないことを

隠ぺいしようとした心理が働いていると予

想できます。すなわち、不正企業経営者

は、ナラティブ情報の「嘘を重ねた」内容

について利害関係者をミスリードしたいと

いう心理あるいは無意識の心理が反映さ

れ、結果として文章が難読化したと推察

できます。

テキスト分析に依拠したナラティブ情報

の特質、あるいはナラティブ情報と財務

情報との関係性によって、会計不正が露

見する可能性があるということは、不正企

業経営者に対する最大の牽制になりま

す。もちろん、どのような状況にあっても

「自社の経済的実態を反映させる会計基

準を適用して財務諸表を作成する」とい

う“プリンシプル・ベース”を貫く経営者の

倫理観が、会計不正防止の根本的ファ

クターであることは言うまでもありません。

◆“プリンシプル・ベース”と利益
の裁量行動

近年、自社の会計基準として国際財務

報告基準（International Financial 

Reporting Standards; IFRS）を適用する

日本企業が増加しています。このような

背景から、私の研究室では、日本企業の

財務報告の質が IFRS 適用に伴い、どの

ように変化するのかについて検証を行い

ました。これまでIFRS適用によって透明

性や比較可能性が高まるという利点が強

調されていたので、IFRSを適用する企業

は財務報告に積極的な企業で、IFRS適

用によって財務報告の質が向上すると

予想していました。

しかしながら、分析してみると、IFRS適

用によって財務報告の質が低下したこと

がわかりました。これは、これまでルー

ル・ベース（細則主義）で会計処理を実

施してきた日本企業が、IFRS適用により

プリンシプル・ベース（原則主義）に移行

したことにより、経営者の会計的裁量行

動（会計発生高を用いて利益に対して裁

量をすること）が増えたことに起因してい

るのではないかと考えています。

すなわち、日本企業経営者が有する

「プリンシプル・ベースに対する誤解」が

原因だといえます。本来、プリンシプル・

ベースとは、業界のベスト・プラクティスを

みながら、自社の経済的実態を反映させ

る会計処理を選択することです（FASB 

2003）。一般に公正妥当と認められた会

計原則（GAAP）の範囲内であれば、経

営者が希望する、自社の利益を最大化

するような会計基準の選択を行えるという

裁量が与えられているわけではないので

す。

IFRSを採用した英国企業経営者や、

SOX法施行時にプリンシプル・ベースに

関する指針が示された米国企業経営者

は、プリンシプル・ベースで会計処理をし

ないことは、私利私欲による裁量と考え、

罪悪感を覚えるのではないかと予想して

います。ここに、GAAPの範囲内であれ

ば、裁量行動を実施しても会計不正とと

らえない日本企業経営者の意識との違

いがあります。

米国では、プリンシプル・ベースに準拠

せず、GAAPの範囲内で裁量行動を行っ

た企業は、ナラティブ情報のトーン（ポジ

ティブ・ネガティブ度の相対比）を操作す

るというトーン・マネジメントを実施して利

害関係者をミスリードしていく傾向にあり

ます (Huang et al. 2018)。

一方、日本企業の場合は、不正企業が

GAAPの範囲を超えた裁量行動を隠す

ためにナラティブ情報に対してトーン・マ

ネジメントを実施していますが、非不正企

業は、GAAPの範囲内での自社に有利

な会計基準の選択に対しては罪悪感を

覚えず、財務情報を正直にナラティブ情

報に反映させるとともに、トーン・マネジメ

ントは行っていないことがわかりました

（Nakashima et al. 2022）。いずれにせよ、

現在のところ、トーン・マネジメントは、経

営者が何らかの罪悪感を覚える場合に

行われる傾向となっています。

この研究テーマに基づいて学生の指

導もしております。先の「日本企業の財

務報告の質が IFRS 適用に伴い、どのよ

うに変化するのか」というゼミナール生の

研究は、2021年の第6回アカウンティン

グ・コンペティション（アカコン）で、審査

員特別賞を受賞しました。また、2020年

の第5回アカコンでは「テキスト・マイニン

グ分析によって不正を検出することが可

能か：建設業と小売業の実証研究」が実

証研究分野の「最優秀賞」と「学生最多

得点賞」をダブル受賞し、学部生による

研究として高い評価を得ています。

アカコンで受賞するような先進的な研

究を志す学生たちは、誰もが知的好奇

心旺盛で必要な知識やスキルを自発的

に吸収していく力があります。たとえば、

私のゼミでは簿記の集中講義等は行っ

ていないのですが、多くの学生が研究に

必要だからと日商簿記等の資格取得を

目指して自主的に学修しています。また、

研究の土台となるデータベースを根気強

く構築し、統計的スキルも修得していま

す。学部生でもここまでできるのかと驚き、

刺激を受けることが多々あります。

ゼミではTeam‐Based Learning（TBL)を

実施しており、現在5チームが会計不正、

監査、ディスクロージャー、ナラティブ情

報をテーマに、経営者の裁量行動、異

常トーンを代理変数として実証研究を展

開しています。これらの研究が、日本の

会計不正を減らしていく一助となるように、

学生たちと共に研究成果を国内だけで

はなく、世界へ向けて発信していきたい

と考えています。
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◆知的好奇心旺盛な学生たちによる
5つの研究チーム

私の科研費研究（22K01813）のテーマ

は「不正表示の利益の裁量行動およびト

ーン・マネジメントの理論と実証研究」で

す。企業の財務情報やナラティブ情報を

分析することで、会計不正発生のメカニ

ズムを解明し、さらには会計不正を検出

できるかどうかを研究しています。
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